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　四月にサウジアラビア・サルマ
ン国王が46年ぶりに来日し、安倍
晋三首相と会談し両国の経済協力
を軸とした「日・サウジ・ビジョ
ン2030」に合意した。このビジョ
ンに織り込まれた主な協力案件は
①競争力のある産業構築・育成
（新規製造業）、②エネルギー問題
（省エネ、再生エネルギー推進）、
③質の高いインフラ整備（海水淡
水化の増強、効率化）、④経済特区
による両国のビジネス促進などで
ある。なぜ世界一の産油国サウジ
アラビア（以下サウジ）の王様が
自らビジネス開拓に乗り出したの
か。その背景と水資源の開発現状
について述べる。

1．石油立国に危機感

　サウジは国家財政収入の８割以
上を原油および石油関連製品の輸
出に頼っていたが、米国のシェー
ルガス・オイルなどの台頭で原油
価格が下落。その結果国家財政は
３年連続で赤字に陥っている（2017
年は６兆円の財政赤字となる見込
み）。サウジを含む湾岸協力会議
（GCC）諸国は「アラブの春」以
来の経済発展に伴ってアジア諸国
（インド、パキスタン、フィリピン
など）やエジプトなど所得水準の
低い諸国から多数の出稼ぎ労働者
を受け入れてきた。この結果、カ

タールやUAEでは人口の８割を外
国人が占める特異な社会構造に
なった。一方、医療水準が上がっ
た結果、乳児死亡率も低下し自国
民人口の急増も続いている。
◦サウジ国民人口の急増
　サウジの例では、81年国民人口
は約980万人だったが91年に約
1600万さらに2014年には3000万
人を突破している。サウジは出稼
ぎ労働者の入国に厳しい制限を加
えていたので、居住人口の３分の
２は自国民である。サウジで働く
自国民の６割以上は国営企業や公
的部門に就職している。しかし80
年代からの人口急増で国営企業や
役所の席は、既に満杯である。し
かも同国では人口の半数近くは25
歳未満であり、当然若者の就職先
がほとんど無い状態である。
　サウジ人は基本的にプライドが
高く、役所や国営企業に職を求め
たがり、しかも人を動かす管理職
狙いである。さらに顧客に頭を下
げたり、現場で汗を流したりする
仕事を嫌う文化もある。
◦若者の３～４割は職なし
　民間企業のオーナー（サウジ人）
にしてみれば出稼ぎ労働者より賃
金が高く、しかも仕事をしない自
国民を雇う必要がない。その結果
サウジの若者のおよそ３～４割は
職についていないと言われている。

しかし彼らは生活には困っていな
い。GCC諸国では基本的に個人の
所得税は無く、いくら家族が多く
ても教育費や医療費は無料、ガソ
リン代、水道や電気代なども多額
の政府補助金によりきわめて低く
抑えられてきた（ガソリン18円/ℓ、
水道3.0円/m3、電気６円/kWh、
2015年）。GCC諸国は極端に言え
ば職がなくとも生活が出来る国な
のである。だが石油の価格の急落
で国家が国民の生活を丸抱えでき
るような体制は崩壊寸前となって
きたのだ。
◦石油王国から産業立国へ
　このような背景からサルマン国
王、自ら「サウジ・ビジョン2030」
を掲げ石油王国から産業立国へと
かじ取りをするために日本だけで
はなく、マレーシア、インドネシ
ア、ブルネイ、中国などを歴訪。
アジア重視の姿勢を示すとともに
「石油王国からの脱却プロジェク
ト」をビジネスチャンスと捉える
日本を含むアジア各国を互いに競
わせ、最大限の協力を引き出す構
えである。

2．「日・サウジ・ビジョン
2030」に合意

　安倍首相とサルマン国王との間
で「日・サウジ・ビジョン2030」
を締結。特に経済特区の新設に関
し、両国関係を「戦略的パート
ナー」と位置付け、日本の官民挙
げて、サウジの目指す「脱石油国
家創生」を支援する連携強化を打
ち出した。具体的には民間主導で
20プロジェクトに合意した覚書が
公表された。水に関する案件では、
①東洋紡と水処理膜の開発、②JFE
エンジニアリングと海水淡水化装
置の共同開発、③ササクラと海水
淡水化プラントの効率化による商
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業化、④みずほ銀行とは、都市イ
ンフラの整備が掲げられている。

3．サウジアラビアの水事情

　サウジは世界の海水淡水化総量
の約20％を生産・消費する世界一
の海水淡水化王国でもある。水は
水・電力省（MOWE）およびナ
ショナル・ウォータカンパニー
（NWC）、海水淡水化公団が国営企
業として活動している。さらに民
間企業も独立発電業者や造水事業
者として水事業に参加している。
　2016年の造水量は日量800万m3
であり、水の用途は、飲料水が
61％、工業用水27％、発電用水
６％などであり、2020年までに日
量2000万m3に増強する計画であ
る。その中心となっている国営・
海水淡水化公団（SWCC）は30の
海水淡水化プラントを所有（日量
460万m3造水能力）、さらに56ヵ
所のポンプ場設備、21の送水設
備、約7175kmの輸送パイプライ
ンを保有している。同国内で使わ
れる飲料水の５割は海水淡水化か
ら、４割は地下水（化石水）、１割
は表流水から得られている。首都
リャドへの水供給はペルシャ湾か
ら467kmのパイプを通して送られ
てきている。長距離輸送により水
質の劣化や断水の被害も報じられ
ている。また老朽化したパイプラ

インからの漏水率も高く、日量100
万m3を超えている。さらに2000
年頃からサウジ政府は、発電造水
（IWPP）民間企業から海水脱塩水
を高値で購入し、安値で販売して
いるために水道事業は常に赤字で
あり、政府の補助金で成り立って
いる。しかし今まで無料（94年ま
で完全無料で水供給）の水を使う
ことに慣れた国民は節水の意識は
全くなく一日一人当たり約300リッ
トル使用している。

4．サウジ水ビジネス市場・・・
118兆円

　英国の調査会社（GWI）や米国
商務省の予測によると、今後のサ
ウジ水ビジネス市場は107ビリオ

ンドル（約118兆円）と予測して
いる。また現在国営企業で行われ
ている海水淡水化事業の52％を民
間企業に売却する方針も打ち出さ
れ、これから熾烈な水ビジネス展
開が開始されるであろう。具体的
な水事業の民営化計画では、①官
民パートナーシップ（PPP）プロ
グラム、②BOT、BOO、DBOプ
ログラムの進行管理、③都市部の
水道事業と下水処理事業は2018年
までに政府からNWCに移転され
る予定である。
◦海水淡水化の動き
　サウジは世界最大の海水淡水化
設備能力を有している。現時点で
は蒸発方式である多段フラッシュ
方式（MSF）が64％、多重効用缶
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海水淡水化・トップ11の国
（出所：GWI DesalData）

海水淡水化の送水パイプライン　海水淡水化公団
（出所：http://www.swcc.gov.sa/english/Pages/Home.aspx）

老朽化する海水淡水化施設と大きな漏水率
（出所：SWCC: Operation & Maintenance – Facts & Figures 2009）
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方式（MED）が16％、逆浸透膜方
式（RO）が20％である。脱塩方
式も従来の蒸発方式から省エネで
ある逆浸透膜（RO膜）方式に転
換が進んできている。
　SWCCは将来不足する水需要に
対処するために、２年以内に淡水
の生産量を日量520万m3に引き上
げ、2025年までに約800億ドル（約
８兆８千億円）を投資し日量850
万m3造水を達成する予定を立てて
いる。さらに海水淡水化装置のエ
ネルギー消費量を半減させること
を計画している。また同国で300
以上の造水プラントを維持管理し
ているNWC社は今後6.7ビリオン
ドル（約7370億円）を投資し淡水
化装置の効率改善、パイプライン
の延長や更新事業を推進する計画
である。
◦再生水利用
　下水処理場は2011年時点で全国
に33ヵ所あり、15ヵ所が建設中で
ある。再生水の利用率は約18％で
主に農業利用である。
　国家目標では、2020年までに下
水の再利用水として日量90万m3、
2040年までに下水総量の90％を再
利用する計画であるが遅々として
進んでいない。

6．サウジ向け水ビジネス、日
本どうする

　世界最大の海水淡水化市場のサ
ウジ、既に水メジャーと言われる
フランス系のスエズ、ヴェオリア
はEPC（設計・調達・建設）コン
トラクターとして大規模プロジェ
クトを実施している。さらに韓国
の斗山重工業（ドーソン）、スペイ
ンのアベンゴア（ABENGOA）、
シンガポールのハイフラックス
（Hyflux）社、最近では IBM-ダ
ウ・ケミカル連合体、さらには米

国ブラック・アンド・ビーチ
（Black & Veatch）などが活発に
活動している。既に国営SWCC
は、民営化に備え独自にデュポン・
サステナブル・ソリューションと
海淡全体の効率化、エマーソンと
プラントの自動化、グラハム・
テックと海水淡水化のプロセス見
直しを契約している。
　中東地区で日本の水技術が評価
されてきたのは、ササクラや日立
造船、三菱重工の蒸発法、酉島製
作所や荏原製作所の大型ポンプの
信頼性、また海水淡水化膜では、
海水の汚染に強い東洋紡のRO（中
空糸）膜、海水腐食に強い二層ス
テンレス鋼などである。しかしい

ずれもシステムの一部や部材であ
り、大きなプロジェクトを牽引す
る立場に置かれていない。日本独
自の戦略として、今後は海水淡水
化装置の高効率化と省エネ対策、
さらにRO膜装置からの高効率の
動力回収装置（電業社）や漏水率
の改善ノウハウ（東京都の漏水率
は３％以下）の提供などを網羅し、
具体的には一般財団法人・造水促
進センターや一般社団法人・海外
水循環システム協議会（GWRA）
などを活用し、システムの高効率
化を伴う総合的なプロジェクト・
ビジネスに傾注すべきであろう。
部品大国・ニッポンからの脱却が
急務である。

日本企業が関与したサウジ向け海水淡水化事業プロジェクト
� （各種資料をもとにGWJ作成）

プロジェクト 事業開始年 事業方式 参加企業
ラービク
　発電・蒸気・造水

2005年 IWSPP
（BOOT）

丸紅、日揮、伊藤忠商事、
三菱重工

シュケイク
　発電・造水

2007年 IWPP
（BOO）

三菱商事、三菱重工

アル・ジュベール C4
　海淡リハビリ

2014年 EPC ササクラ、伊藤忠商事

シュアイバ・フェーズ２
　海淡増設

2015年 EPC ササクラ、伊藤忠商事

※１：コントラクター、またはサブコントラクターで参入した企業
※２：機器単品納入企業（膜、ポンプなど）は記載していない

サウジアラビア国営企業（SWCC）　海水淡水化に800億ドル投資
（出所：http://www.swcc.gov.sa/english/Pages/Home.aspx）


